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〔研究ノート〕

−問題の社会的構成の分析を通じて−

グェン・チ・ギア

社会企業活動における機会の認知に関する考察

キーワード：社会的課題、社会企業活動の機会、問題の社会的構成、広義の社会的課題、狭義の社
会的課題

要旨
　社会企業活動は革新的に社会的課題への解決に取り組む活動として特徴付けられているが、いか
に正確に社会的課題を認知することが可能であるかという論点に関する議論は未だ曖昧である。本
研究は、問題の社会的構成の理論に依拠しながら、東日本大震災被災者による社会企業活動の事例
及び関連の実践活動の分析を通じて、社会的課題の捉え方に関しては、あらゆる個人的課題が社会
的課題として見られるとは限らないことを指摘した。よって、広い意味でメディアやクレイムメー
カー等によって社会的課題として認められなくても、社会的課題の当事者のコミュニティ全体が主
張するニーズであれば、狭い意味で社会的課題として定義することもできる。

I. イントロダクション
　創造的かつ革新的に社会的課題の解決に取
り組む社会企業活動（ソーシャルアントレ
プ レ ナ ー シ ッ プ、social entrepreneurship）、
また、その推進者である社会企業家 (social 
entrepreneur) や 社 会 イ ノ ベ ー タ ー (social 
innovator) に関する著書の出版、研究会の開催
や学術論文の発表が相次いでいる。その現状か
ら、社会的課題が複雑化・多様化していく中、
創造的かつ効果的に社会的課題が解決できるこ
とに対する期待感も高まっていると考えられ
る。しかし、実際に必ずしも社会的課題の完全
な解決に結びつくかということについては疑問
がまだ残る。社会問題は、ホームレス、失業や
震災などの具体的な問題に表れるように、個人
ではなく、社会の問題というように曖昧に捉え
られ、「誰でも分かるように」や「あまりにも
明白すぎて議論する必要はない」などと推定を

受け、解明されないのが現状である。従って、
社会問題は詳細な説明が十分になされていない
にもかかわらず、様々な問題を指すものとして
曖昧に使われている。
　この曖昧かつ恣意的な行使は、社会企業家や
社会イノベーターによる取り組みが社会問題の
正確な把握をもとに展開されているのかという
疑問を提起している。また、社会問題をターゲッ
トとして捉えれば、効果的にその問題を解決で
きるとは限らない。そして、正確に問題を捉え
ることができても、必ずしも自動的にその問題
の解決に結びつくとは限らない。そのため、社
会的課題をいかに正確に認知するのか、また、
どういう問題を社会企業家や社会イノベーター
の対象として見なすべきなのかということを厳
密に検討が必要である。
　本論は次のように議論を進める。はじめに、
社会企業活動の機会とその機会の認知に関する
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先行研究をレビューする。次のセッションで、
社会的課題の認知に多くのヒントを与えてく
れる問題の社会的構成（social construction of 
problems）に関する研究を分析した上で、重
要な論点を抽出する。次に、その論点を事例で
検証する。最後にディスカッションを行い、今
後の研究課題を挙げる。

Ⅱ . 先行研究のレビュー
1. 社会企業活動の機会とニーズ
　社会企業活動は革新的に社会的課題の解決
に取り組む活動として特徴付けられているが
(Austin, et al., 2006)、既存の研究は、伝統的な
組織が人口の大部分を占めるコミュニティーの
基本的なニーズを満たすことに失敗したことに
よって生まれる「機会のスペース“opportunity 
spaces”」を捉えていく個人または集団的アク
ターに焦点を当てている (Mair, 2010)。社会企
業活動は多面的であるが、十分定義されない
コンセプト (Weerawardena & Mort, 2006) に
とどまり、また他の分野との境界はまだ不鮮明
(Mair & Marti, 2006) である。
　社会企業活動の研究では、機会の認知が社
会企業家の重要な特徴として認識している
(Monllor, 2010)。社会企業活動のプロセスモデ
ルに関する先駆的研究を見ると、社会企業家の
意思形成過程のモデル (Mair & Noboa, 2006) や
プロセスよりも社会的課題を捉える際の要素
(Wei-skillern, et al., 2007) に関する議論が多く
見られる。Thompson (2002) も機会の認知がプ
ロセスの初期段階というふうに指摘した。また、
プロセスモデルの最終段階は大部分の人口の基
本的なニーズを満たすための新しい商品、サー
ビスや会社の導入に帰すると Mair & Noboa 
(2006) はプロセスモデルで示した。
　他方、企業家活動は長い歴史を持つにもかか
わず (Acs & Audretsch, 2004)、研究分野とし
ての企業家活動はわずか約40年の研究歴史し
かない (Nicolaou & Shane, 2011)。①機会の源

泉、②その機会の認知・評価・活用のプロセス、
③そのプロセスの推進者という論点を巡る企
業家活動の理論展開をベースにして (Shane & 
Venkataraman, 2000; Venkatarman, 1997)、社
会企業活動研究も機会の源泉 (Hockerts, 2006; 
Monllor, 2010)、機会の確認、評価などにも注
目 し て い る (Monllor, 2010; Robinson, 2006)。 
しかし、社会企業活動の機会に対する妥当な定
義がまだ見られず、暗黙に社会企業活動のため
の機会というふうに捉えられる。
　そのなかで、Monllor(2010) は丁寧に社会企
業活動の機会が活用されると、社会企業家が社
会的価値を創造することを可能にしてくれるも
のとして定義した。通常、企業家活動の機会は
新しい商品、サービスや新しい生産手段が創造
され、そして、そのアウトプットが生産費用よ
り高く売れることを可能にする状況が、機会と
して定義されている (Casson, 1982)。社会企業
活動の機会に関する研究もこの定義に依拠して
いる。社会問題が貧困地域に存在することが
社会企業活動の特色であるが (Robinson, 2006)、
社会企業活動と企業活動の機会の共通点は、そ
の対象に新しい商品やサービスを提供すること
にある。従って、先行研究で言われる社会企業
活動の機会は、社会的課題や貧困問題が存在す
る市場に参入し、その対象を顧客として捉え、
彼らの生活の向上に役立つ商品やサービスを提
供する事業を創出していくための機会として解
釈できる。

2. 社会企業活動の機会の認知
　Hockerts (2006) は、活動家、自立活動とフィ
ランソロピーをその機会の源泉として挙げた
が、その後 Monllor (2010) は市場の失敗の５つ
の類型（情報の非対称性、公共財、独占、外部
性、価格メカニズム）を加えた。企業家活動
研究における機会の認知プロセス (Shane, 2000)
に依拠しながら、Monllor (2010) は企業家の事
前知識が機会の認知に影響を及ぼすとしてい



−　123　−

る。また、社会的ニーズとそのニーズを満たす
手段についての知識を認識的に繋ぐことによっ
て、社会企業活動の機会を認知することができ
ると論じた。また、ソーシャルネットワークも
機会に対する企業家の機敏さを高めることもあ
る (Monllor, 2010)。
　他方、これまであまり注目されなかった貧困
層へイノベーションを持ち込むことにより、世
界規模のビジネスチャンスをつかむと同時に
貧困者の生活改善にも貢献することもできる
と主張している BOP（Bottom of the Pyramid
の略語）研究が Prahalad (2005) や Prahalad & 
Hammond(2002) などの先駆的な研究によって
注目されるようになった。近年の社会企業活
動の研究は、この BOP アプローチを社会企業
活動の事例として扱うのも少なくない (Desa 
& Kotha, 2006; Mair, 2010; Perrini & Vurro, 
2006)。企業がいかに貧困者のニーズを認知し
て、社会問題、貧困問題の解決と同時に利潤追
求できるのかを論じる際、Hart (2005) は社会
的埋め込み (Social embeddedness)、土着化能
力 (native capability) の重要性を指摘した。具
体的には、現地人との密着な対話、信頼関係構
築や現地パートナーとのエコシステムの開発を
することである。しかし、いかに正確に社会的
課題を認知することができるのかという論点に
関しては未だ曖昧である。
　社会企業活動よりも効果的に社会的課題の
解決に寄与できるソーシャルイノベーション
の優劣性を主張している研究では（Phills et 
al.2008）、ニーズの理解がソーシャル・イノベー
ションプロセス（ニーズの理解、潜在的解決案
の確認、最良なアイディアの選択・テスト、ス
ケールアップと学習）の最初のステップとして
位置づけられる（Mulgan et al. 2007）。様々な
制約に対応する組織的創造性を考察するCunha
ら（2014）は、コミュニティのニーズを理解す
るには社会的親密性（social intimacy）とコミュ
ニティへの埋め込み（embeddedness）が不可

欠であることを指摘した。企業家活動の理論
に依拠し、Mair & Noboa (2006) は、知覚され
た望ましさ（共感や道徳的判断等の態度に影響
されるもの）と実現可能性（社会的支援、自己
効力感の信念に促進されるもの）から成り立つ
ソーシャルベンチャー設立の意思形成のモデル
を提唱した。しかし、このモデルでは、いかに
問題を正確に認知するのかという論点があまり
言及されていない。
　このように、既存の社会企業活動研究やソー
シャルイノベーション研究では、満たされない
ニーズを社会企業活動の機会として捉えてお
り、ニーズを認知することが重要だと強調され
ている。しかし、実際に社会的課題をいかに正
確に認知できるのか、大部分の人口のニーズが
すべて社会問題として捉えられるのか、社会的
課題に対する解決案の欠如が社会企業活動の機
会とつながるのかということに関してはまだ疑
問が残る。残念ながら、これまでの社会企業活
動の研究は上記の疑問点まで丁寧に考察されて
いない。その中で、問題及び問題の社会的構成
に関する研究が多くのヒントを与えると思われ
る。

3. 社会的課題の認識
　個人が社会的課題よりもむしろ個人的課題の
解決に取り組むことに力点を置く人間の課題解
決の理論 (Theory of Human Problem Solving)
では、問題は、人間が効果的に自らの環境で
機能できるように対応しないといけない特定
の 状 況 (D'zurilla & Goldfried, 1971)、 す ぐ に
利用できる効果的な対応策 (effective response 
alternative) がない厄介な状況 (a problematic 
situation) を 意 味 す る (Davis, 1966; Skinner, 
1953)。O'Leary （2005）は世界問題の研究で問
題を望まれるものと現実との間にギャップが生
じる状態として捉えることにより D'zurilla & 
Goldfried (1971)、 Davis (1966) と Skinner (1953)
の定義に具体的な説明が加わったと考えられ
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る。従って、問題の解決案 (solution) は人に
とっては、状況が厄介でなくなる (D'zurilla & 
Goldfried, 1971)、または、そのギャップがなく
なる (O'Leary, 2005) よう状況を変化させるた
めのある種の対応である。
　他方、課題の社会的構築の研究によると、社
会的課題が自ら出現することがなく (Saguy, 
et al., 2010)、全ての不快な状態が社会的な問
題と見られるわけでもない (Best, 2010)。社会
的課題は、一般的に言うと、広範囲に及ぶ悪
い (wrong)、変えられる (changeable)、変える
べき (should be changed) 状況である (Loseke, 
2003)。しかし、何を基準にしてその状況を判
断するのかが課題である (Parrillo, 2008)。これ
までの研究においては、社会的課題は客観主義
の視点（objectivist perspective）で、定量的
な統計値や基準などに表れる客観的な指標を通
じて社会環境の客観的な特性として捉えられる
ことが多い (Loseke, 2003)。客観的な状況及び
その物理的な世界の中に存在する人、物の他に、
構成主義（constructionist perspectives）の視
点に立つ Loseke (2003) は、社会的課題はいか
に私たちがその世界とそのなかの人を理解する
のかという主観的な定義との関係も持つことを
主張した。
　Loseke (2003) によれば、個々の人間は特有
の経験をもつことから、公式な情報源に依存す

る傾向がある。多くの研究は、ある問題が公共
的行動のターゲットとして捉えられるように
なったら、その問題が社会問題へ変わると主張
し た (Blumer, 1971; Gusfield, 1991; Spector & 
Kitsuse, 1977; Best, 2010)。実際に、問題が社
会的課題として捉えられるか否かというのは、
ある問題を緊急問題として定義する利害関係を
持つクレイムメーカー (claims-maker) によるも
ので (Saguy, et al., 2010)、 その捉え方も原因と
解決策の種類によって多様である (Best, 2010)。
クレイムは、社会構成主義では大衆（audiences）
にある状況を社会問題として認めてもらうよう
説得するための口頭による声明や視覚的・行動
的声明である (Loseke, 2003)。大衆は、社会問
題クレイム (social problems claims) を聞いた
り、確認したりする人であり、これらのクレイ
ムの信憑及び重要性の評価（社会問題ワーク、
social problems work）を行う人でもある。社
会問題ワークはいくつかの状況や人々を社会
的課題にて分類する人間の活動である (Loseke, 
2003)。 
　しかし、最終的に聴衆はクレイムを信用可
能だと評価すると、初めて社会的課題が構築
さ れ る が (Loseke, 2003; Parrillo, 2008)、 聴 衆
は自動的にクレイムメーカーを支持するので
はなく、クレイムの評価をする（図１）。実際
に、クレイムメーカーとの間には信頼性階層
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(hierarchy of credibility) が存在し、科学者とマ
スメディアはその階層の最上層と中間層の順番
に立ち、その底辺は一般的な認識（generalized 
perceptions）である (Loseke, 2003)。

　　・科学者：信頼性階層の最上層に立つ科学
は知識への客観的探究として高い評価を得
られるが、科学的証拠は解釈されないとい
けないことから、様々な科学者によってそ
の解釈が異なることもある。また、ある状
況を社会的課題と名づけるには道徳的判断
(moral judgements) が不可欠ではあるが、
客観的な指標を重視する科学は何が悪い
か正しいかというよりもむしろもののあり
方（what “is”）を示してくれることから
その道徳的スタンスが欠けている (Loseke, 
2003)。

　　・マスメディア : メディアでの取り上げ
も、ある課題が公共的行動のターゲットに
なることに寄与すると既存の研究で強調さ
れているが、Best（2010）は、メディアコ
ンテンツおよびその社会問題の報道を分析

した上で、メディアがあらゆる問題を社会
的問題として取り上げるわけではないが、
俳優や有名人により促進されるイベントは
メディアの報道につながり、その結果、社
会的問題として公共的行動を呼びかける可
能性が高いと論じた。また、Loseke (2003)
はマスメディ自体も事実とフィクション、
真実と幻想の間の違いをぼかす傾向がある
ことを指摘した。

　　・信頼性階層の底辺にあるのは子供、女性
や貧困者（特に少数派の人々）によるクレ
イムである。多くの場合、ある状況は社会
的課題として評価されない理由は信頼性階
層の底辺にいる人々のクレイムに帰する。

　先行研究を踏まえると、社会的課題の捉え方
に関しては、全ての個人の課題が社会的課題と
して見なされるとは限らず、社会的課題と個人
的課題との関係においては以下のようにいくつ
かの認識に係るパターンがあると思われる（図
2）。
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えば、ある地域の住民が、都会や先進国の
生活水準ほど良くない生活を送っているこ
とを、定量的な指標によって外からみると、
何か助けないといけないと外部者は思う
が、実際にその地域住民にとっては現在の
生活が十分であり、助けが不要というケー
スも考えられる。このケースでは、問題解
決に取り組む者は社会企業家とは呼べず、
社会問題の捉え方には疑問点が秘められて
いる。

　　B: 社会問題化された個人問題：個人、例
えば生活貧窮者、ホームレスや貧困者、が
抱えている個人課題は社会的課題として捉
えられる。このケースでは、ある程度課題
に対する認識は個人と社会により共有され
たとも言える。例えば、障がい者の就労機
会、社会参加という課題は、障がい者にとっ
ては自らの課題であるが、社会問題として
も見られている。このケースでは、問題解
決者は社会企業家と呼べる。

　　Ｃ : 社会問題化されない個人問題：個人が
抱える問題はあくまでも個人レベルにとど
まり、一般的に社会問題として認識されて
いないが2つのケースが考えられる。C1：
課題はあくまでも個人のものにとどまる
が、問題解決者は社会企業家とは呼ばない。
C2：個人の課題ではなく、あるコミュニティ
や集団の課題であり、社会問題化されるべ
きものであるが無視されているため、正式
に社会問題として捉えられない。

　　D: 個人と社会のどちらも課題を認識して
いないケースであるため、対象外とする。

　本研究は、社会企業活動の対象が B と C2で
あり、従って、社会企業活動における機会の認
知は B と C2の課題を認知するのかに注目する

べきであることを強調する。

Ⅲ 検証事例「被災者の心の支え」
　新川真由美氏は、東日本大震災後、福島県南
相馬市から青森市に避難した。青森市に来た頃
は、福島を想いながら、先の見えない不安と居
場所を失った喪失感、孤独という思いで過ごし
ていた。環境の変化と青森市での生活再建に必
死であった。その後、新川氏は、青森市県外避
難者交流会「つながろう会」を発足させ、元代
表を務めた。以下は新川氏の発言の概要である。

　　「他の県外被災者を助けようと思ったのは
震災で多くの人がなくなったのを経験した
から。周りの人が一瞬でなくなったり、一
瞬で家がなくなったり、７キロ先まで何も
かもなくなって、喪失している地域の中で
自分はたまたま偶然生き残ったので、自分
は死んでいたかもしれない。実家も流され
ていた。当日は娘の卒業式があったから娘
と一緒に卒業式のお祝いに車で出かけてい
てちょっとしたことで命がつなぎとめられ
た。生かされている命だなと思っている。
これは黙って青森にいてはいけないと思っ
て、一つ動いたことが二つ動くことになっ
て、二つが四つになってということで動き
始めた。」

　避難生活のなかで、放射能の勉強をしたい、
交流会の場を持ちたい、など様々な要望を持っ
ていた。自分が動くことで、段々と人脈や活動
の幅も広がっていった。不安定な健康状況にも
かかわらず、被災者の視点で積極的に行政・ボ
ランティア団体・大学等との連携を強化しなが
ら、被災者同士の情報交換、手芸品交流会、子
ども達の学習支援など、県外被災者の抱えてい
る課題の解決に元気に取り組んできた。
　手芸品交流会は、避難生活の中で、自身の好
きなことをすればストレス、パニック病や不安
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病を和らげる効果あると思い、定期的に被災者
同士で手芸を作ったりした。
　例えば、高齢者の方が退屈だということで

「マフラー編んでみませんか。」と誘ったところ、
リラックスすることができ、手先も使うため脳
が活性化し集中することができる。出来上がっ
た時の達成感や、また、誰かにプレゼントをす
ることで、相手が笑顔になったり、役に立って
嬉しいと感じる。被災して、仕事も家も失い、
家族とバラバラになりながらも、マイナスの喪
失感の中で針仕事や編み物をし、活動を通して
生まれた人とのつながりから幸福感を得た。
　震災の次の日に子どもを産んだ方がいる。あ
る新聞の取材で、「心の支えは『つながろう会』。
みんなと会って同じ被災者同士話をするのが私
の心の支えだ。」と述べた。
　震災はだんだんと風化しつつあるが、新川氏
が築いてきた「つながろう会」は今後も県外被
災者の心の支えになっていく。

Ⅳ . 分析とディスカッション
1. 隠れた社会的課題の認知
　避難生活のなかで、放射能の勉強をしたい、
被災者同士の交流をしたいというニーズは、既
存の研究で言われているようにメディアやクレ
イムメーカー等を通じて広い意味でいう社会的

課題として認められていない問題である。し
かし、これらのニーズは、一人の被災者の課
題ではなく、特定のコミュニティやグループ

（被災者のグループ等）にとっては課題である。
Schumpeter (1909) は社会的価値を論じる際、
社会的ニーズと呼ばれるものはコミュニティ全
体に意識的に主張されるものであることを提示
した。言い換えれば、メディアやクレイムメー
カーによって社会的課題として認められなくて
も、コミュニティ全体が意識するニーズであれ
ば、そのコミュニティにとっての社会的ニーズ、
あるいは社会的課題として定義することもでき
る。
　他方、社会的ニーズの認知に関する先行研究
は、上記でも指摘したように、特定のコミュニ
ティにいる個人が、いかにコミュニティ全体が
意識している問題を社会的課題として正確に認
知するのかという過程についてはあまり言及し
ていない（例えば、Hart (2005) が強調する社
会的埋め込み、土着化能力 、Cunha ら（2014）
が論じた社会的親密性やコミュニティへの埋め
込み、Mair & Noboa (2006) が提示したソーシャ
ルベンチャー設立の意思形成のモデル）。
　社会的課題の解決において、その当事者がい
かに置かれている状況を意識するのか、また、
なぜ立ち上がって自らの課題の解決に挑んでい
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るのかという意識構造を分析したグェン (2014)
の研究によると、当事者がその課題を自らの生
活の正常な一部として捉え、自分自身に課題解
決の能力があると信じ、厄介な状況に自動的に
対応する（または、何もしない）という傾向を
抑えることが問題解決者の特徴である。事例分
析とグェン (2014) の研究を踏まえて、本研究
は「自立意識」という要素を抽出した。そし
て、新川氏は被災の経験があるため、他の被災
者を助けたいという思いがあり現在の活動につ
ながった。Mair & Noboa(2006) のソーシャル
ベンチャー設立の意識形成のモデルで言われる

「共感」という要素だけでは新川氏の動機、課
題の認知を全て説明しきれない部分があると思
われるため、本研究では、「同経験」による問
題の認知という過程の重要性を指摘したい。

2. 社会企業活動における社会的課題の認知への
示唆
　社会的課題の解決に取り組む社会企業活動に
おいては、正確に社会的課題を認知することは
最も重要な段階だと言っても過言ではない。し
かし、社会的課題と言っても、上記で述べたよ
うに様々である。社会的課題だと一般的に呼ば
れているが、その課題に直面する人はそれほ
ど深刻ではないと感じている（A）。その中で、
社会問題化された個人問題（B）だけではなく、
軽視された、または、まだ認知されていない社
会的課題（C2）に注目する必要もあると考えら
れる。C2を理解するには、その課題を抱える人
と厳密に対話し、様々な課題の中から、既存の
解決案で何が解決できたのか、また、何が取り
残されているのかを理解する必要がある。正確
に社会的課題を認知できなかった場合、その後
創造される解決策では効果的に社会的課題を解
決することはできない。
　例えば、東日本大震災後、筆者は復興支援活
動と人材育成という一石二鳥の場として東日本
大震災復興支援団体「青森中央学院大学学生団

体ふっこう会」を設立した。いかに被災者を支
援していくのかという点を検討するにあたり、
本会は被災者の方々は意識しているが、他の支
援団体が気付いていない、または、既存の支援
でまだ取り残されている課題（C2）に注目した。
本会は被災者の方々と丁寧に会話を繰り返し、
これらの狭義でいう社会的課題を理解しようと
していた。特定できた課題を解決するために、
本会は行政、学校、ボランティア団体や企業と
連携し、個々の活動の参加者が自らの強みを発
揮できると同時に得意ではない部分を補い合う
形で活動していた。その結果、五所川原市立佞
武多鑑賞会、復興支援チャリティーコンサート
やハロウィンパーティー、紅葉狩り、被災者の
子供を対象とする英会話や学習会など、様々な
活動を行うことができた。
　また、被災者との勉強会の中で、震災の風化
が懸念されていることを学ぶことができ、県外
被災者と一緒に、青森県産のりんごやベトナム
のお菓子、そして青森中央短期大学附属幼稚園
の園児が書いてくれたメッセージを「元気便」
として企画し、被災地の幼稚園に贈った。そし
て、本会はこれまで被災地の幼稚園27園に元気
便を贈ることができた。本会は、一連の活動
が評価され、平成26年3月11日に厚生労働省よ
り「東日本大震災における被災者の支援活動等
に対する厚生労働大臣感謝状」を授与された。
震災から約10年が経とうとしており、多くの県
外被災者は地元に戻っているが青森市で生活を
送っている方もいる。現在も被災者の方々との
交流を継続している。

V. 結論
　全ての個人の課題が社会的課題として見なさ
れるとは限らないが、既存の研究で言われてい
る社会的課題はメディアやクレイムメーカー等
を通じて広い意味で定義されるものである。し
かし、一般的な社会的課題として見なされない
個人の課題でも、同経験を持つコミュニティや
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グループが意識的に主張するニーズも、狭い意
味で言う社会的課題として捉えることができ
る。事例研究を踏まえて、本研究は、当事者の
自立意識と他者との同経験が問題の認知を可能

にしてくれることを指摘したい。また、社会企
業活動では、広義の社会的課題だけではなく狭
義の社会的課題を認知し、解決することも極め
て重要であると指摘する。
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